
乙第 号

大原賢了学位請求論文

審 査 要 ヒ:::.
日

奈良県立医科大学



論文審査の要 旨 及 び 担 当 者

報告番号 |乙第 氏名

論文審査担当者 委員長 教 授ー 今村知明

副委員長 教 授 小林 f告

委員 教 授 喜多英二

委員 准教授 赤羽 f 且A

委 員 教 授 車谷典男

(指導教員)

主論文

就労女性の妊娠判明後の退職行動規定要因に関する疫学研究
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論文審査の要旨

女性の社会進出に伴い就労女性が増加した反面、わが国では妊娠を契機に退

職する割合が未だ高いことから、就労女性の妊娠判明後の退職割合減少のため

介入すべき要因を明らかにすることを目的とし、奈良県内の産科医療機関受診

中の妊産婦に対しアンケート調査を実施し解析したものである。

今回の研究では産科受診者を対象にすることで、妊娠を契機に退職した者を

調査対象者として拾い上げることに成功しており従来の研究よりはるかに偏り

の小さな集団での解析と、妊娠経過に伴う退職割合の推移の観察も可能として

いる。また、妊娠に伴う退職要因は、個人要因、職場要因の多くが想定されて

いるが、本研究は多変量解析を通じて独立した要因を上手く抽出することに成

功している。

その結果、職場で、の支援体制が整っていることと職場の雰囲気、本人・夫の

自覚が退職につながりにくい要因であり、退職につながりやすい要因として非

正規雇用者、低年齢であることを明確に示した。

妊娠判明後も就労を継続させるためには、職場での保護制度の徹底に加え、

職場環境の工夫や本人と夫の就労意思形成の働きかけが重要であり、加えて、

非正規雇用者に対する育児休業制度の全面適用が望まれることを提示した。

本研究は妊娠による女性の退職に影響する個人・職場要因の究明を産業保健

学的観点から進めた有意義な研究と評価される。参考論文と合わせて、博士の

学位に相当すると審査する。
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以上、主論文に報告された研究成績は、参考論文とともに衛生・公衆衛生学の

進歩に寄与するところが大きいと認める。
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